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(54) Title: VACUUM CIRCUIT BREAKER

(54) 発 明の名 称 ：真空遮 断器

(57) Abstract: Provided i s a vacuum circuit breaker in which a vacuum
valve (46) i s disposed horizontally in a tank ( 1), the vacuum valve (46) i s

37 housed in an insulating case ( 1), the insulating case ( 1) comprises two in
sulating ：frames (52) consisting of a first insulating ：frame with a roughly C -
shaped cross-section and a second insulating ：frame with a shape symmetrical
to that of the first insulating ：frame, and the two insulating ：frames (52) are
disposed with the openings of the roughly C-shaped cross-sections facing
each other and a gap being provided therebetween, wherein cutaway sections
(53, 54) for allowing a movable-side conductor (44) and a fixed- side con
ductor (48) t o pass are provided m the upper and lower edges of the roughly
C-shaped cross-sections of the insulating ：frames (52), and the insulating
：frames (52) are further provided with a mounting rib (55), a mounting end
surface (61), and a tank mounting section (59) for mechanically securing the
mobile-side conductor (44), the fixed-side conductor (48), and a tank flange
( 1a), respectively.

(57) 要 約 ： タ ンク 3 1 内 に真 空 バ ル ブ 4 6 を水 平 に配 置 し、
真 空 バ ル ブ 4 6 を絶 縁 ケ ー ス 5 1 内 に収 納 し、絶 縁 ケ ー ス 5
1 は 、 断 面 略 コの 字 状 の 第 一 絶 縁 フ レー ム と 、 第 一 絶 縁 フ
レー ム と対 称 形 状 の 第 二 絶 縁 フ レー ム の 2 つ の 絶 縁 フ レー ム
5 2 か ら成 り、 2 つ の 絶 縁 フ レー ム 5 2 は 間 隔 を あ けて 各 々
の 断 面 略 コの 字 状 の 開 口部 が 対 向 して配 置 され る真 空 遮 断器
に お い て 、絶 縁 フ レー ム 5 2 の 断 面 略 コの 字 状 の 上 下 端 部 の
辺 5 2 a 、 5 2 c に可 動 側 導 体 4 4 と固 定 側 導 体 4 8 を通 す
た め の 切 欠 き部 5 3 、 5 4 を設 け、 更 に絶 縁 フ レー ム 5 2 に
は可 動 側 導 体 4 4 と固 定 側 導 体 4 8 及 び タ ンク フ ラ ン ジ 3 1
a を機 械 的 に 固 定 す る取 付 リブ 5 5 、 取 付 端 面 6 及 び タ ン

ク取付 部 5 9 をそれ ぞれ 設 ける。



明 細 書

発明の名称 ：真空遮断器

技術分野

[0001 ] 本発明は真空遮断器に関 し、特 に真空バル ブを絶縁ケース内に収納する真

空遮断器に関する。

背景技術

[0002] 従来の真空遮断器における絶縁ケース （特許文献 1 ) の構成 を図 8 乃至図

1 0 に示す。本特許文献 には、図 8 に示すように、真空バル ブ 1 4 を 2 つの

絶縁 フレーム 1 1 a 、 1 1 b で上下に挟み込む形で収容 した絶縁ケース 1 3

が開示されている。真空バル ブ 1 4 に接続 される可動電極 ロッ ド2 7 は絶縁

ロッ ド1 9 を介 して図示 しない駆動装置に接続 されている。 この絶縁 ロッ ド

9 と可動電極 口ッ ド2 7 間には図示 しない可撓導体の一端が絶縁ケース外

部 に配置された導体に向けて接続 されてお り、その周囲を導体カバ一 1 8 で

覆 っている。

[0003] また、図 9 に示すように、絶縁ケース 1 3 は長手方向に直行する断面が略

コの字形状の第 1 の絶縁 フレーム 1 1 a 及び これ と同一形状の第 2 の絶縁 フ

レーム 1 1 b を間隔を開けて各々の開口側が対向するように配置させて構成

されている。 こうすることで、絶縁ケース 1 3 に遮断器の単極部 に働 く電磁

力に対する機械的強度 を持たせている。 また、特許文献 1 の他の実施例 には

、図 1 0 に示すように、通電時の発熱により熱 くなつたガスを対流させ、冷

却性能向上を図るために各々の絶縁 フレーム 2 4 a 、 2 4 b に切欠 き部 2

を設けた構成が開示されている。なお、 これ らの絶縁ケース 1 3 は 3 相分が

平行に配置されている。

[0004] さ らに特許文献 2 (図示せず）には、真空バル ブの固定側端子部 を支持す

る部材 と、ほぼ平行に配置され真空バル ブの両側の各相間の空間を絶縁する

—対の絶縁バ リヤ部材 とを一体に注型 または成型 したモール ドフレームが開

示されている。 この一対の絶縁 / リャ部材の両側 を開放する形状 とすること



で、真空バルブの単極部に接続される導体等が、開放部のどちらからでも接

続可能となり、導体を最短距離で接続 して導体長を最短化する構成が記載さ

れている。

[0005] 上記特許文献 1 のように、 2 つの絶縁フレームを真空バルブの上下に配置

した構成においては、可動電極ロッドに一端を接続 した導体の他端を絶縁ケ

—スの外部に配置された回路に最短距離で接続するために絶縁ケースに導体

が通る貫通孔ゃ切欠き部を設ける必要が生 じ、絶縁ケースの強度が弱くなる

恐れがある。また、導体を絶縁フレームの間隙を通すように真空バルブから

水平方向に引き回 して、真空バルブの上下に配置される主回路に接続 しょう

とすると、水平方向に3 相分配置 した絶縁フレ一厶間の距離を導体引き回 し

のために長 くとらなければない上に、導体長も長 くなることが懸念される。

[0006] また、可動電極ロッド側と固定電極ロッド側に切欠き部を設けた構成にお

いては、フレームの機械的強度が落ちる恐れがあると共に、切欠き部が局部

的であるため、ガスの対流がスムーズに起こりづらく、十分な冷却効果が得

られない懸念がある。

[0007] 更に特許文献 2 においては、モール ドフレームが絶縁物で一体に注形 した

1 つの部材から成るため、真空バルブの全体をモール ドフレーム内部に収納

した状態で真空バルブの固定を行うため組立性が悪 くなる懸念がある。また

、大容量の真空遮断器に適用する場合にはモール ドフレームの強度補強につ

いても考慮 した構造とする必要が生 じる。

先行技術文献

特許文献

[0008] 特許文献1 ：W O 2 0 0 9 / 1 2 5 4 6 7

特許文献2 ：特開 2 0 0 8 _ 2 7 7 1 3 9

発明の概要

[0009] そこで本発明に係る真空遮断器は、絶縁性ガスが密閉されたタンク内に真

空バルブを水平に配置 し、前記真空バルブの可動側端子と固定側端子を各々

可動側導体と固定側導体に接続 し、前記真空バルブを絶縁ケースに収納 し、



前記絶縁ケースは、断面略コの字状の第一絶縁フレームと、前記第一絶縁フ

レームと対称形状の第二絶縁フレームの 2 つの絶縁フレームから成 り、前記

2 つの絶縁フレームは間隔をあけて各々の断面略コの字状の開口部が対向 し

て配置される真空遮断器において、前記 2 つの絶縁フレームの断面略コの字

状の上下端部の一方又は両方の辺に前記可動側導体と前記固定側導体を通す

ための切欠き部を設け、更に前記 2 つの絶縁 フ レーム には、前記可動側導体

をボル トにより機械的に固定するための取付 リプと、前記固定側導体をボル

卜により機械的に固定するための取付端面と、更に前記絶縁フレ一厶を前記

タンクにボル トにより機械的に固定するためのタンク取付部をそれぞれ設け

たことを特徴 とする。

[001 0] また前記 2 つの絶縁フレームの断面略コの字状の上下端部の辺の全周に渡

つて補強 リプが形成されたことを特徴 とする。

[001 1] さらに、前記 2 つの絶縁フレームの断面略コの字状の中央の辺には透孔部

を設けたことを特徴 とする。

図面の簡単な説明

[001 2 ] [ 図 1] 本発明に係る真空遮断器とこれを収納 したガス絶縁開閉装置を示す側断

面図である。

[ 図2] 図 1 の真空遮断器周辺の拡大図である。

[ 図3] 本発明に係る真空遮断器の外観斜視図である。

[ 図4 ]絶縁ケースのみを断面 し、真空バルブを仮想円で示 した図 2 の A _ A 断

面矢視図である。

[ 図5]絶縁ケースのみを断面 し、絶縁 ロッ ドを仮想円で示すと共に可動側導体

及び取付 リプを示 した図 2 の B _ B 断面矢視図である。

[ 図6] 本発明に係る絶縁フレームの平面図である。

[ 図7 ] 本発明に係る絶縁 フ レームの側面図である。

[ 図8]従来の真空遮断器の側断面図である。

[ 図9] 図 8 の絶縁フレームのみを示す斜視図である。

[ 図 10] 図 9 の絶縁フレー厶の他の実施例を示す斜視図である



発明を実施するための形態

[001 3] 本発 明 を実施 した真空遮断器及びそれ を用いたガス絶縁 開閉装置 につ き、

適宜図面 を参照 しなが ら説明する。 図 1 において、 ガス絶縁 開閉装置 3 0 は

タ ンク 3 1 を母線室 3 3 と機 器室 3 4 に区分 されてお り各 々に絶縁性 ガスが

密封 されている。

[0014] これ よ り、 タンク 3 1 内の主回路構成 を通電経路 に沿 って説明する。母線

室 3 3 側 において、 まず母線導体 3 5 よ り印加 された電流が導体 3 6 を通 り

、接地機構付断路器 3 7 の固定側 コンタク 卜3 7 a に流れ る。 さ らに固定側

コンタク ト3 7 a か ら接地機構付断路器 3 7 の プ レー ド3 7 b (図 中では電

流 「切」状態） とスぺ一サ上部導体 3 8 を通 り、三相 スぺ一サ 3 9 を貫通 し

ているスぺ一サ導体 4 に通電 され る。

[001 5] 機 器室 3 4 側 において、電流 はスぺ一サ導体 4 か ら導体 4 2 を流れ、真

空遮断器 4 3 の可動側導体 4 4 、真空バル ブ 4 6 へ と通電 され る。 さ らに固

定側導体 4 8 、変流器 4 9 及びケ一 プル ソケ ッ 卜5 0 へ と接続 され る構成 と

な っている。 ここで、真空バル ブ 4 6 の両側面 （紙面奥行 き方向）は、後述

する同一形状 の 2 つの絶縁 フ レーム 5 2 によ り覆われているが、構造説明の

便宜上 片側 （紙面手前方向）の絶縁 フ レーム 5 2 の図示 を省略 している。

[001 6] 次 に本発明の要部 である真空遮断器 4 3 の構造 について説明する。 図 2 に

おいて、真空遮断器 4 3 の遮断部 である真空バル ブ 4 6 は、 その内部 に接離

可能な固定側及び可動側 の電極 （図示せず） を有 している。可動側電極 に接

続 され る可動側 リ一 ド4 5 は、絶縁 ロッ ド5 6 及びべ ローズ 6 4 を介 して図

示 しない駆動装置 に機械 的に接続 されている。

[001 7] また、可動側 リー ド4 5 は習動可能な コンタク トが収納 されている可動側

導体 4 4 に機械 的、電気的に接続 されている。可動側導体 4 4 は後述する絶

縁 フ レーム 5 2 に設 け られた取付 リブ 5 5 にボル ト5 7 で固定 されている。

更 に絶縁 フ レーム 5 2 はタ ンク取付部 5 9 を有 してお り、 ボル 卜6 0 によ つ

てタンクフランジ 3 a に固定 されている。

[001 8] —方、 図示 しない固定側電極 に接続 され る固定側 リー ド4 7 には、 固定側



導体 4 8 がボル ト6 3 によって機械的、電気的に接続 されている。更に固定

側導体 4 8 は絶縁 フレーム 5 の取付端面 6 にボル 卜6 2 で固定されてい

る。

[001 9] 真空バル ブ4 6 は、図 5 に示すように、断面略コの字状で対称形状の 2 つ

の絶縁 フレーム 5 2 で構成 される絶縁ケース 5 内に収納 されている。 ここ

で、 「断面略コの字状」 とは、絶縁 フレーム 5 2 の上端の辺 5 2 a、 中央の辺

5 2 b 下端の辺 5 2 c 及び補強 リブ 5 2 d よ りなる形状 を指す。 また、図

3 に示すように 2 つの絶縁 フレーム 5 2 は、間隔をあけて各々の断面略コの

字状の開口部が対向するように配置されている。即ち、真空バル ブ4 6 の両

側面を左右か ら半割 りの絶縁 フレーム 5 2 で覆 うような構成 となっている。

なお、絶縁 フレーム 5 2 は例 えばェポキシ樹脂等で形成 されている。

[0020] 次 に絶縁 フ レー ム 5 2 の詳細な構造につき説明する。 2 つの絶縁 フ レー ム

5 2 は対称形状 となっているが、その基本形状は同 じであるため、 ここでは

片方の絶縁 フレームの構造のみ説明する。

[0021 ] 図 4 に示すように絶縁 フレーム 5 2 の内周 と真空バル ブ4 6 の外周の間に

は、絶縁性 ガスが対流するための隙間が設けられている。 また辺 5 2 a 、 5

2 c は円弧状 に形成 されると共に、絶縁 フレ一厶 5 2 の断面略コの字状の中

央の辺 5 2 b には透孔部 6 5 を設 けることで、絶縁 フレーム 5 2 と真空バル

プ4 6 間のガス対流の更なる改善 を図っている。

[0022] なお、本実施例 においては辺 5 2 b を直線上に形成 している。 こうするこ

とで、水平方向に 3 相分配置される真空バル ブ4 6 の相間距離の縮小を図つ

ている。 しか しなが ら辺 5 2 b の形状はこれに限 られず、例えば円弧状 に形

成 しても良い。

[0023] 図 3 及び図 5 に示すように、断面略コの字状の上端 にある辺 5 2 a 及び下

端 にある辺 5 2 c には、可動側導体 4 4 を通すための切欠 き部 5 3 が形成 さ

れている。 また本実施例 においては、可動側導体 4 4 は上端の辺 5 2 a に形

成 された切欠 き部 5 3 を通 って主回路 に接続 されている。絶縁 フレーム 5 2

の略断面 コの字状の下端の辺 5 2 c にも切欠 き部 5 3 を設 けてお くことで、



組立時における絶縁ロッド5 6 とべローズ 6 4 及び可動 リ一 ド4 5 の位置調

整や、後述するように可動側導体 4 4 と取付 リプ5 5 のボル ト5 7 による締

結作業を容易に行うことができる。

[0024] 絶縁フレーム 5 2 の下端にある辺 5 2 c には、固定側導体 4 8 を通すため

の切欠き部 5 4 が形成されている。なお、切欠き部のある絶縁フレーム 5 2

の辺 5 2 a と辺 5 2 c の全周において補強 リプ5 2 d を形成 している。

[0025] 図 5 乃至図 7 に示すように絶縁フレーム 5 2 には、可動側導体 4 4 と絶縁

フレーム 5 2 を機械的に固定するための取付 リプ5 5 が設けられている。更

に、図 3 及び図 6 、 7 に示すように固定側導体 4 8 と絶縁フレーム 5 2 を機

械的に固定するための取付端面 6 と、絶縁フレーム 5 2 をタンクフランジ

3 1 a に機械的に固定するためのタンク取付部 5 9 が形成されている。こう

することで、絶縁フレーム 5 2 が、可動側導体 4 4 と固定側導体 4 8 とタン

クフランジ3 1 a の 3 箇所において一体に固定される構造となっている。な

お、可動側導体 4 4 及び固定側導体 4 8 は絶縁フレ一厶 5 2 と機械的に強固

に固定するため、剛性のある導体を用いる必要があり、本実施例においては

板状の導体を用いている。

[0026] 次に真空バルブ4 6 を図 3 に示すように絶縁ケース 1 1 内に収容する際の

組立手順について説明する。まず予め組み立てられた状態の可動側導体 4 4

、固定側導体 4 8 、真空バルブ4 6 に対 し、図 2 に示すように2 つの絶縁フ

レーム 5 2 の片方を真空バルブ4 6 の左右いずれからはめ込むと共に、固定

側導体 4 8 と絶縁フレーム 5 2 の取付端面 6 1 を当接させる。そして、固定

側導体 4 8 と絶縁フレーム 5 2 の取付端面 6 1 を 2 本のボル 卜6 2 で絶縁フ

レーム 5 2 の外側から締付けることで固定する。

[0027] —方、絶縁フレーム 5 2 と可動側導体 4 4 は、図 2 及び図 5 に示すように

取付 リプ5 5 側から可動側導体 4 4 方向に2 本のボル 卜5 7 を締付けること

で固定する。この時、真空バルブ4 6 の左右片側の側面はまだ開放空間とな

つているため、容易にボル 卜5 7 の締結を行うことができる。

[0028] もう片方の絶縁フレーム 5 2 も同様に、図 2 に示すように真空バルブ4 6



の左右のいずれかか らはめ込むように して固定側導体 4 8 と当接 させ、固定

側導体 4 8 と取付端面 6 を絶縁 フレ一厶 5 2 の外側か ら2 本のボル 卜6 2

により固定する。 こうすることで、真空バル ブ4 6 が図 3 に示すように、 2

つの絶縁 フレーム 5 2 よりなる絶縁ケース 5 に覆われる状態 となる。

[0029] 図 3 及び図 5 に示すように、絶縁 フレーム 5 2 には切欠 き部 5 3 を設けて

いるため、可動側導体 4 4 ともう片方の絶縁 フレーム 5 2 の取付 リプ 5 5 は

、 この切欠 き部 5 3 より工具 を揷入 しボル 卜5 7 により締結することで固定

を行 う。 またこの時、絶縁 フレーム 5 2 内のタンク取付部 5 9 側の空間は、

図 2 に示すタンクフランジ 3 a によって閉 じられてはお らず開放 されてい

る。 このため、絶縁 フレーム 5 2 のタンク取付部 5 9 側か ら可動側導体 4 4

と取付 リプ 5 5 をボル 卜5 7 により締結することも可能である。

[0030] 固定側導体 4 4 と取付 リプ 5 5 の固定が終わ つた後、最後 に図 2 に示すよ

うに 2 つの絶縁 フレーム 5 2 のタンク取付部 5 9 をタンクフランジ 3 a に

計 4 本のボル 卜6 0 によって固定する。

[0031 ] このような手順 により、図 3 に示すように 1 つの固定側導体 4 8 と 2 つの

絶縁 フレーム 5 2 の取付端面 6 を計 4 本のボル ト6 2 で固定する。 また、

図 5 に示すように 1 つの可動側導体 4 4 と 2 つの絶縁 フレーム 5 2 の取付 リ

プ 5 5 を計 4 本のボル ト5 7 で固定する。更に、図 2 に示すようにタンクフ

ランジ 3 a と 2 つの絶縁 フレーム 5 2 のタンク取付部 5 9 を計 4 本のボル

卜6 0 によって固定する。

[0032] このように、可動側導体 4 4 と固定側導体 4 8 とタンクフランジ 3 a の

3 箇所において、絶縁 フレーム 5 2 を機械的に一体に固定するため、絶縁 フ

レーム 5 2 の機械的強度が向上される。

[0033] 上記のように本発明に係 る真空遮断器は、水平配置の真空バル ブ4 6 を、

対称形状で半割 り状の 2 つの絶縁 フレーム 5 2 で左右か ら覆い、真空バル ブ

4 6 の上下及び絶縁 フレーム 5 2 の内周 と真空バル ブ4 6 の外周の間に間隙

がある構成 と したため、真空バル ブ4 6 の下方に熱源が配置された場合や、

可動側導体 4 4 、固定側導体 4 8 、真空バル ブ4 6 等で発熱 しても、熱せ ら



れた絶縁性ガスが 2 つの絶縁フレ一厶 5 2 内を上方に流れることで自然対流

が生 じやすくなり、冷却性が向上する。

[0034] また、絶縁フレーム 5 2 の断面略コの字状の上下端部の 2 辺 5 2 a 、 5 2

c にそれぞれ切 り欠き部 5 3 、 5 4 を設けたので、可動側導体 4 4 及び固定

側導体 4 8 を、真空バルブ4 6 の上下に配置される主回路に最短距離で接続

できる。また絶縁フ レーム 5 2 に可動側導体 4 4 を機械的に固定する取付 リ

プ5 5 と、固定側導体 4 8 を機械的に固定する取付端面 6 1 と、更に絶縁フ

レーム 5 2 をタンク3 1 に機械的に固定するためのタンク取付部 5 9 をそれ

ぞれ設けて、各導体とタンクを絶縁フ レーム と一体構造としたため、絶縁フ

レームに切欠き部を有 していても機械的強度を維持することができる。

[0035] また、予め組み立てられた状態の可動側導体 4 4 、固定側導体 4 8 、真空

バルブ4 6 に対 し、 2 つの絶縁フレーム 5 2 を真空バルブ4 6 の左右からは

め込むように取り付けるため、取り付け位置の調整が容易となり組立性が向

上する。

[0036] また、切欠き部 5 3 、 5 4 がある絶縁フレーム 5 2 の辺 5 2 a 、 5 2 c の

全周に補強 リプ5 2 d を設けているため、絶縁フレーム 5 2 の機械的強度を

更に向上させることができる。

[0037] また、絶縁フレームの断面略コの字状の中央の辺 5 2 b に透孔部 6 5 を設

けたことで、絶縁フレーム 5 2 の周囲で絶縁性ガスの対流がより生 じやすく

なり、冷却性能を更に向上することができる。

[0038] 以上述べたように本発明に係る真空遮断器は、冷却特性向上、組立性及び

強度向上を同時に達成 しうる構成となっている。

符号の説明
[0039] 4 3 真空遮断器

4 4 可動側導体

4 6 真空バルブ

4 8 固定側導体

5 絶縁ケース



絶縁 フ レー ム

、 5 4 切欠部

取付 リプ

タンク取付部

取付端面



請求の範囲

[ 請求項 1 ] 絶縁性 ガスが密閉されたタンク内に真空バル ブを水平 に配置 し、前

記真空バル プの可動側端子 と固定側端子を各 々可動側導体 と固定側導

体 に接続 し、前記真空バル ブを絶縁ケースに収納 し、前記絶縁ケース

は、断面略 コの字状の第一絶縁 フ レーム と、前記第一絶縁 フ レーム と

対称形状の第二絶縁 フ レームの 2 つの絶縁 フ レームか ら成 り、前記 2

つの絶縁 フ レームは間隔をあけて各 々の断面略 コの字状の開口部が対

向 して配置 される真空遮断器 において、

前記 2 つの絶縁 フ レームの断面略 コの字状の上下端部の一方又は両方

の辺 に前記可動側導体 と前記固定側導体 を通すための切欠 き部 を設 け

更に前記 2 つの絶縁 フ レームには、

前記可動側導体 をボル トによ り機械的に固定するための取付 リプと、

前記固定側導体 をボル トによ り機械的に固定するための取付端面 と、

更に前記絶縁 フ レ一厶を前記 タンクにボル トによ り機械的に固定する

ためのタンク取付部 をそれぞれ設 けた ことを特徴 とする真空遮断器。

[ 請求項 2 ] 前記 2 つの絶縁 フ レームの断面略 コの字状の上下端部の辺の全周 に

渡 つて補強 リプが形成 された ことを特徴 とする請求項 1 に記載の真空

遮 f 。

[ 請求項 3 ] 前記 2 つの絶縁 フ レームの断面略 コの字状の中央の辺 に透孔部 を設

けた ことを特徴 とする請求項 1 または 2 のいずれか 1 項 に記載の真空

遮 f 。



補正 された請求の範囲
[201 3年3月28 日(28.03.201 3)国際事務局受理】

[ 請 求 項 1 ] (補 正 後）

絶 縁 性 ガ ス が密 閉 され た タ ン ク内 に真 空 バ ル ブ を水 平 に配 置 し、 前記 真 空 バ ル

ブ の可 動 側 端 子 と固 定側 端 子 を各 々可 動 側 導 体 と固 定側 導 体 に接 続 し、前 記 真 空

バ ル ブ を絶 縁 ケ ー ス に収 納 し、 前記 絶 縁 ケ ー ス は 、 断 面 略 コの字 状 の第 一 絶 縁 フ

レ ー ム と、前 記 第 一 絶 縁 フ レ ー ム と対 称 形 状 の第 二絶 縁 フ レ ー ム の 2 つ の絶 縁 フ

レ ー ム か ら成 り、前 記 2 つ の絶 縁 フ レ ー ム は 間 隔 を あ けて 各 々 の 断 面 略 コの字 状

の 開 口部 が 対 向 して 配 置 され る真 空 遮 断 器 にお い て 、

前 記 2 つ の絶 縁 フ レ ー ム の断 面 略 コの字 状 の上 下 端 部 の一 方 又 は 両 方 の辺 に前 記

可動 側 導 体 と前 記 固 定側 導 体 を通 す た め の切 欠 き部 を設 け 、

更 に前 記 2 つ の 絶 縁 フ レ ー ム に は 、

前 記 可 動 側 導 体 をボル トに よ り機 械 的 に 固 定 す るた め の 取 付 リブ と、

前 記 固 定側 導 体 が 当接 して ボル トに よ り機 械 的 に 固 定 され る取 付 端 面 と、

更 に前 記 絶 縁 フ レ ー ム を前 記 タ ン クに ボル トに よ り機 械 的 に 固 定 す るた め の タ ン

ク取付 部 をそれ ぞれ 設 け 、

前 記 各 導 体 と前 記 タ ン ク とを前 記 2 つ の 絶 縁 フ レ ー ム と一 体 構 造 と した こ とを特

徴 とす る真 空遮 断器 。

[ 請 求 項 2 ]

前 記 2 つ の 絶 縁 フ レ ー ム の 断 面 略 コの字 状 の上 下端 部 の 辺 の 全 周 に渡 って補 強

リブ が形 成 され た こ とを特 徴 とす る請 求 項 1 に記 載 の真 空 遮 断器 。

[ 請 求 項 3 ]

前 記 2 つ の絶 縁 フ レ ー ム の 断 面 略 コの字 状 の 中央 の辺 に透 孔 部 を設 けた こ とを

特 徴 とす る請 求 項 1 ま た は 2 の いず れ か 1 項 に記 載 の真 空 遮 断器 。

補正 された用紙 （条約第 19条 )
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